
平成２２年４月主要組織改正の概要

総務部人事課

○知事部局

部 局・機関名 改 正 概 要

地域振興部

「 」 「 」 、地域政策課 ○ 地域振興室 の名称を しまね暮らし推進室 に変更するとともに

「定住支援スタッフ」を配置(地域振興室)

・県の重点施策の一つである定住施策を推進するため、室内に専任

スタッフを配置し、県庁内の総合調整や定住財団、市町村と一層

の連携を図る。

環境生活部

○「宍道湖・中海対策推進室」の新設環境政策課

・宍道湖、中海の水質の保全、資源の保護・活用を推進する体制を

整備する。

健康福祉部

○課の名称を「医療政策課」に変更するとともに体制を強化医療対策課

・ 医療政策課」に課名を変更し、ドクターヘリ導入に向けた取組「

や、平成２２年度からの地域医療再生計画の着実な実施など、

。医療を取り巻く諸課題に対して積極的に取り組む体制を強化する

農林水産部

○課を分割し「食料安全推進課」を新設農畜産振興課

(食料安全推進室)

・農畜産物の安全確保については近年重要性が増してきており、(家畜病性鑑定室)

より迅速・機動的に対応するために、食料安全推進室を分離し、

体制を整備する。

（家畜病性鑑定室は食料安全推進課の内室とする）

商工労働部

○「観光プロジェクトスタッフ」の設置観光振興課

・平成２４年（２０１２年）の古事記編纂１３００年、平成２５年

（２０１３年）の出雲大社正遷座祭を見据え 「島根」を全国に、

プロモーションするための体制を整備する。



出納局

○用度グループを再編し「物品調達室」を新設会計課

・物品調達にかかる予算執行の適正化を図るため組織（室）を新設

し、各所属で行っている発注業務を集中的に処理する体制を整備

する。

○議会事務局

改 正 概 要機 関 名

○課を分割し「政務調査課」を新設議事調査課

(政務調査室)

・議員の活動に対する支援を充実させるために、政務調査室を分離

し、体制を整備する。

○教 育 庁

機 関 名 改 正 概 要

○課内室である「特別支援教育室」の分離（外室化）高校教育課

(特別支援教育室)

・生徒急増への対応や、専門性・独自性を十分発揮し、幼稚園、

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校における特別支援教育

の充実を図るため、体制を強化する。

○小中学校指導グループを再編し 「学力向上推進グループ 「心の義務教育課 、 」

教育推進グループ」を新設

・学力向上、子ども読書活動、ふるさと教育に加え、就学前の

子どもの教育環境の充実に向けた取組を推進するために、体制を

整備する。

○その他参考（課の名称変更）

・健康福祉部 障害者福祉課 → 障がい福祉課

・出 納 局 審 査 課 → 審 査 指 導 課

・教 育 庁 生 涯 学 習 課 → 社 会 教 育 課



○組織改正前後における機関数等

区分 Ｈ２２年４月 Ｈ２１年４月

本 庁 ６１課 １室 ２６課内室 ６０課 １室 ２５課内室

行政機関等 行政機関等

４４機関 １４出張所・分室等 ４４機関 １４出張所・分室等
地方機関

公の施設 公の施設

２９機関 ２付属施設等 ３２機関 ２付属施設等

議 会 事 務 局 ３課 １内室 ２課 ２内室

本 庁 ９課 １室 ５内室 ９課 ６内室

５教育事務所 １埋文Ｃ ５教育事務所 １埋文Ｃ
本庁以外

６１教育機関（うち県立学校４７） ６１教育機関（うち県立学校４６）

病院局、企業局、人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局は、機関数の増減

を伴う組織改正はない

（対Ｈ２１年４月比）

本 庁 地方機関

部局等 課 外室 課内室 行政機関等 公の施設

知 事 部 局 ＋１ ＋１ ▲３

議会事務局 ＋１ ▲１ － －

教 育 庁 ＋１ ▲１ ＋１ ▲１

合 計 ＋２ ＋１ ▲１ ＋１ ▲４

〔参考：増減機関 Ｈ２１年４月比〕

区分 増 減

食料安全推進課 食料安全推進室（課内室）

本 庁 宍道湖・中海対策推進室（課内室）

物品調達室（課内室）

(東部･中部･西部)地方機関 高度情報化センター

議 会 事 務 局 政務調査課 政務調査室（課内室）

教 本 庁 特別支援教育室（外室） 特別支援教育室（課内室）

育

庁 本庁以外 宍道高等学校 ライフル射撃場

知

事

部

局

教

育

庁

知

事

部

局



■知事部局（本庁）

変更なし 政策企画局 政策企画監室
１室３課
(１室) 秘書課

広聴広報課 (県民対話室)

統計調査課

変更なし 総務部 総務課
７課(４室)

人事課 (行政改革推進室)
(福利厚生室)

財政課

税務課

管財課

営繕課

消防防災課 (原子力安全対策室)
(防災航空管理所)

地域振興部 地域政策課 (しまね暮らし推進室) 地域振興部 地域政策課 (地域振興室)
５課(２室) ５課(２室)

市町村課 市町村課

情報政策課 (電子自治体推進室) 情報政策課 (電子自治体推進室)

交通対策課 交通対策課

土地資源対策課 土地資源対策課

環境生活部 環境生活総務課 (NPO活動推進室) 環境生活部 環境生活総務課 (NPO活動推進室)
６課(６室) (男女共同参画室) ６課(５室) (男女共同参画室)

(消費生活室) (消費生活室)
人権同和対策課 (人権啓発センター) 人権同和対策課 (人権啓発センター)

文化国際課 (文化振興室) 文化国際課 (文化振興室)

自然環境課 自然環境課
(新)

環境政策課 (宍道湖・中海対策推進室) 環境政策課 　　　　　　　　　　

廃棄物対策課 廃棄物対策課

健康福祉部 健康福祉総務課 健康福祉部 健康福祉総務課
８課(２室) ８課(２室)

地域福祉課 地域福祉課

医療政策課 (医師確保対策室) 医療対策課 (医師確保対策室)

健康推進課 健康推進課

高齢者福祉課 高齢者福祉課

青少年家庭課 (少子化対策推進室) 青少年家庭課 (少子化対策推進室)

障がい福祉課 障害者福祉課

薬事衛生課 薬事衛生課

平成２２年度組織図「本庁等」（新旧対照）

平成２２年４月 平成２１年４月

参 考



農林水産部 農林水産総務課 農林水産部 農林水産総務課
11課(６室) 10課(７室)

農業経営課 農業経営課

農畜産振興課 　　　　　　　　 農畜産振興課 (食料安全推進室)
　　　　　　　　 (家畜病性鑑定室)

(新)食料安全推進課 (家畜病性鑑定室)

しまねブランド推進課 (貿易促進支援室) しまねブランド推進課 (貿易促進支援室)
【商工労働部と共管】 【商工労働部と共管】
農村整備課 農村整備課

農地整備課 (国営事業対策室) 農地整備課 (国営事業対策室)

林業課 (木材振興室) 林業課 (木材振興室)

森林整備課 (鳥獣対策室) 森林整備課 (鳥獣対策室)

水産課 (水産しまね振興室) 水産課 (水産しまね振興室)

漁港漁場整備課 漁港漁場整備課

変更なし 商工労働部 商工政策課
７課(２室)

観光振興課

しまねブランド推進課 (貿易促進支援室)
【農林水産部と共管】
産業振興課 (情報産業振興室)

企業立地課

中小企業課

雇用政策課

変更なし 土木部 土木総務課 (建設産業対策室)
13課(３室)

技術管理課

用地対策課

道路維持課

道路建設課

高速道路推進課

河川課 (河川開発室)

斐伊川神戸川対策課

港湾空港課

砂防課

都市計画課 (景観政策室)

下水道推進課

建築住宅課

出納局 会計課 (新)(物品調達室) 出納局 会計課 　　　　　　　
２課(１室) ２課

審査指導課 審査課

６１課　１外室　（２６課内室）
　※防災航空管理所は課内室として、共管課及びその課内室はそれ
　　ぞれの部局でカウント

６０課　１外室　（２５課内室）
　※防災航空管理所は課内室として、共管課及びその課内室はそれ
　　ぞれの部局でカウント

平成２２年４月 平成２１年４月

平成２２年度組織図「本庁等」（新旧対照）



■企業局

変更なし 企業局 総務課
３課

経営課

施設課

■病院局

変更なし 病院局 県立病院課
１課

■議会事務局

議会事務局 総務課 (秘書室) 議会事務局 総務課 (秘書室)
３課(１室) ２課(２室)

議事調査課 　　　　　　 議事調査課 (政務調査室)

(新)政務調査課

■教育庁

教育庁 総務課 教育庁 総務課
９課１室 ９課(６室)
(５室) 教育施設課 教育施設課

高校教育課 (県立学校改革推進室) 高校教育課 (県立学校改革推進室)
　　　　　　　　 (特別支援教育室)

(新)特別支援教育室

義務教育課 (生徒指導推進室) 義務教育課 (生徒指導推進室)

保健体育課 (健康づくり推進室) 保健体育課 (健康づくり推進室)

社会教育課 生涯学習課

人権同和教育課 人権同和教育課

文化財課 (世界遺産室) 文化財課 (世界遺産室)
(古代文化センター) (古代文化センター)

福利課 福利課

■各委員会

変更なし 人事委員会事務局　　　企画課
１課

変更なし 監査委員事務局　　　　監査第一課
２課

　　　　　　　　　　　監査第二課

変更なし 労働委員会事務局　　　審査調整課
１課

平成２２年４月 平成２１年４月

平成２２年度組織図「本庁等」（新旧対照）

平成２２年４月 平成２１年４月

平成２２年４月 平成２１年４月

平成２２年４月 平成２１年４月

平成２２年４月 平成２１年４月




